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高裁は、 「削除等を求める事項の性質（公共の利害に関わるものであるか否か等） 、公表の目的及びその社会的意義、差し止めを求める者の社会的地位や影響力、公表により差止請求者に生じる損害発生明白性、重大性及び回復困難性等だけでなく、上記のようなインターネットという情報公表ないし伝達手段 性格や重要性、更には検索サービス 表現の自由や知る権利にとっての重要性等も総合考慮して決するのが相当である」とした。
本件については、本件検索結果が名誉
権を侵害しうるも であることを認めつつ、公共性があり、公益目的で ことが明らかとはいえないなどとして、名誉権侵害に基づく削除請求を退けた。 また、プライバシー侵害に基づく削除請求につ











けを初めて明らかに た。 それによれば、まず、 「検索結果の提供は検索事業者自身による表現行為という側面を有する」（同ｂ）
という。これは、検索結果の提供
は機械的 なされるもので表現行為ではなく、したがって責任も負わないという検索事業者の主張を否定するも だが、他方で、こう 行為を表現の自由として保障する前提にもなる判断であ 。






















が社会的に強い非難の対象とされ、罰則をもって禁止されていることから、今なお公共性を有することや 本件検索結果はＸの居住する県の名称および氏名を条件とした場合の結果であり（つまり、氏名だけで検索しても表示されな ） 、本件事実が伝達される範囲が限定されていることから、削除義務はないとされた。
最高裁決定の評価と今後の課題最高裁決定によって示された比較衡量








削除請求 関する判断方法 示された。今後の下級審の判断はこれに従って されることになるが、こ には上記のような無理もあるだけに、実際にどのように判断されていくのかは不透明なところもある。いずれにしても、本件の刑事事件が罰金刑という軽 刑であったにもかかわらず削除が認められなかったことには留意すべきで、プライバシーが優越することが明 かとい 基準は、厳格に運用しなければならない。
このような考え方に対し、プライバシ
ー侵害の被害を軽視しているとの批 も見られる。しかし、検索結果の削除 問題が提起しているのは、プライバシー侵害の救済を、発信者ではない検索事業者の行為によって行うこと 是非であり、本決定はこれについては慎重であ べきだとのメッセージを示 た になる。
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【資料】グーグルに検索結果の削除を求めた仮処分申し立てをめぐる
　　　　最高裁第３小法廷の決定（2017年１月31日、抗告棄却）
 ※　判断理由を述べた「理由３」を編集部で抜粋。
 曽我部教授論考の引用箇所に下線を付した。
（１）
a
個人のプライバシーに属する事実を
みだりに公表されない利益は、法的保護の対
象となるというべきである（参照判例＝略）。
他方、検索事業者（中略）の情報の収集、整
理及び提供はプログラムにより自動的に行わ
れるものの、同プログラムは検索結果の提供
に関する検索事業者の方針に沿った結果を得
ることができるように作成されたものである
から、
b
検索結果の提供は検索事業者自身によ
る表現行為という側面を有する。また、検索
事業者による検索結果の提供は、公衆が、イ
ンターネット上に情報を発信したり、インタ
ーネット上の膨大な量の情報の中から必要な
ものを入手したりすることを支援するもので
あり、
c
現代社会においてインターネット上の
情報流通の基盤として大きな役割を果たして
いる。そして、検索事業者による特定の検索
結果の提供行為が違法とされ、その削除を余
儀なくされるということは、上記方針に沿っ
た一貫性を有する表現行為の制約であること
はもとより、検索結果の提供を通じて果たさ
れている上記役割に対する制約でもあるとい
える。
以上のような検索事業者による検索結果の
提供行為の性質等を踏まえると、検索事業者
が、ある者に関する条件による検索の求めに
応じ、その者のプライバシーに属する事実を
含む記事等が掲載されたウェブサイトのＵＲ
Ｌ等情報を検索結果の一部として提供する行
為が違法となるか否かは、
d
当該事実の性質及
び内容、当該ＵＲＬ等情報が提供されること
によってその者のプライバシーに属する事実
が伝達される範囲とその者が被る具体的被害
の程度、その者の社会的地位や影響力、上記
記事等の目的や意義、上記記事等が掲載され
た時の社会的状況とその後の変化、上記記事
等において当該事実を記載する必要性など、
当該事実を公表されない法的利益と当該ＵＲ
Ｌ等情報を検索結果として提供する理由に関
する諸事情を比較衡量して判断すべきもの
で、その結果、当該事実を公表されない法的
利益が優越することが明らかな場合には、検
索事業者に対し、当該ＵＲＬ等情報を検索結
果から削除することを求めることができるも
のと解するのが相当である。
（２）これを本件についてみると（中略）
児童買春をしたとの被疑事実に基づき逮捕さ
れたという本件事実は、他人にみだりに知ら
れたくない抗告人のプライバシーに属する事
実であるものではあるが、児童買春が児童に
対する性的搾取及び性的虐待と位置付けられ
ており、社会的に強い非難の対象とされ、罰
則をもって禁止されていることに照らし、今
なお公共の利害に関する事項であるといえ
る。また、本件検索結果は抗告人の居住する
県の名称及び抗告人の氏名を条件とした場合
の検索結果の一部であることなどからする
と、本件事実が伝達される範囲はある程度限
られたものであるといえる。
以上の諸事情に照らすと、抗告人が妻子と
共に生活し（中略）罰金刑に処せられた後は
一定期間犯罪を犯すことなく民間企業で稼働
していることがうかがわれることなどの事情
を考慮しても、本件事実を公表されない法的
利益が優越することが明らかであるとはいえ
ない。
